


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































故 意 の 嘘（虚 偽
告訴）でないこ
と（証 人 の 利 害
関係）
被害者と加害者が利害関係がない
こと
被害者が捜査官等と利害関係がな
いこと被害者の自己保身等の虚言
でないこと
被害者に虚言癖、妄想癖等がない
こと
被害者と加害者との人間関係に関する通信記
録や関係者の供述
示談交渉経緯の記録、被害者の過去の被害申
告歴、被害者の精神科の診断書
被害者の被害申告による不利益の大きさ（弁
護士費用や転居・治療等による金銭的損害、
捜査協力のための時間的・精神的負担、名誉
や家族との軋轢）
過失で誤解して
いないこと 
（偏見、予断）
被害者が、痴漢の手を取り違えて
いないこと
被害者が、鞄等が当たったり、睡
魔から傾いただけなのに痴漢と誤
解していないこと
被害者の過去の痴漢被害と比較し
て思い込みがないこと
被害者と被疑者との体格・服装・所持品・位
置関係・手足の障害の有無等を忠実に再現し
た再現実況見分
車両やホームの防犯カメラ画像の解析による
被疑者の言動、車両の混雑状況、被疑者・被
害者の通勤・通学ルートの確認
鞄等が当たっただけのときと揉まれたり下着
内に指を入れられたりした場合の感触の違い
の実験
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逃走せず、通行人等に助けを求めず、被害後直ちに
被害申告しなかったのか」と質問するであろう。検
察官は、これらの実際には発生しなかった事実につ
いて捜査段階から被害者に尋ね、合理的説明を得ら
れない限り、起訴することはできない。
⑵　‌被害者から抵抗できなかった理由を聴取する困
難性
しかし、被害者は、このような質問を受けると沈
黙して答えられなくなることが多い。
なぜなら、「なぜ抵抗しなかったのか」という質
問は、「あなたは、抵抗することが可能であったは
ずなのに、なぜ、自己の意思により『抵抗しない』
という選択をしたのか」という意味になってしまう
ので、「抵抗しない」選択をした被害者の自己責任
であると非難していることになるからである。
被害者にとっては、「抵抗できなかった」から「抵
抗しなかった」のであり、他の説明方法はないので、
答えに窮するとともに、捜査官は自分を理解せず、
非難していると感じて二次被害を受け、説明する意
欲をなくしてしまう。
警察官も検察官も、被疑者に対する取調べにおい
ては、被疑者の自白の信用性を吟味して裏付け捜査
を行うため、「なぜ」を多用している。例えば、強
姦の被疑者に対し、「なぜこの時間帯を選んだのか」
と質問し、彼が「この時間なら、バイトの帰りに物
色して丁度良かった」と言えば被疑者のアルバイト
先の勤務時間と犯行時刻と帰宅時間とを調べる。「な
ぜこの場所を選んだのか」と質問し、彼が「ここは
駅と女性用のワンルームマンションの間で、女性が
1人でよく通るし、近くに人目に付かずにレイプで
きる駐車場があるから」と言えば現場の状況を再確
認する。自白が真実かどうかは、何度も「なぜ」と
質問し、その供述の裏付けを取って確認するのが捜
査の常道である。ある意味、捜査官は、被疑者に対
し、「君は犯罪をしなくて済んだはずなのに、『なぜ』
こんな酷いことをしたのか」と非難し続けていると
もいえる。
そして、捜査官は、被疑者の取調べでは何度も「な
ぜ」を発問するよう訓練を受けるが、被害者の聴取
方法については特段のマニュアルも訓練もなかっ
た。そのため被疑者に対するのと同じように質問し
てしまい、無自覚に二次被害を与え続けてきた者も
いるであろう。
⑶　被害者から抵抗できなかった理由を聴取する方法
「なぜ」と聞かない代わりに、被害者に対しては、
「抵抗したらどうなると思いましたか」と仮定的な
形で被害者や被疑者の具体的行動を質問すべきであ
る。このように質問すれば、被害者は、「抵抗した
ら殺されると思った」などと自分の素直な気持ちを
答えられるであろう。
他人から見れば逃げられるような状況で逃げな
かった被害者に対しても、「逃げたらどうなると思
いましたか」と質問すれば、被害者は、「相手の方
が足が速くて逃げ切れないと思った」「逃げようと
して犯人を怒らせたらもっと酷い目に遭うと思って
怖くて逃げられなかった」などと答える。たとえ交
番が近くにあっても、警察官が不在の時間帯もある
し、交番にたどり着く前に犯人に捕まる確率も高い。
通行人に助けを求めない理由も「助けを求めたら
どうなると思いましたか」と質問すれば、「この状
況が見えているのに助けてくれないのは、助ける気
がないと思った」「助けてもらえなかったら、助け
を求めたことで犯人を怒らせて殺されるかもしれな
いと思った」など、恐怖のどん底にいた者でなけれ
ば言えない言葉が出てくる。
捜査官がこのような被害者の恐怖で抵抗不能状態
にある心情を具体的に聴取して言語化しておかなけ
れば、被害者は法廷で弁護人から反対尋問で「なぜ」
の集中砲火を浴びて立ち往生してしまう。
捜査官は、被害者が抵抗できなかった理由につき、
年齢、体格、腕力、スポーツ歴、過去の被害経験、
現場の客観的状況や通行人の反応など被害者しか知
らない事実を踏まえてより具体的な供述を得る必要
がある。
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性犯罪の被害者の供述の信用性に関するあるべき経験則について
　
─防災心理学の知見の応用：正常性バイアスと凍り付き症候群─
	レイプ・シールド法は必要か？
性風俗従業員や性非行がある被害者については、
その経歴や素行ゆえに不当に（罪体と無関係に単に
証人の信用性を貶める目的で）性的なプライバシー
に関する反対尋問を受けることがある。
我が国ではレイプ ･ シールド法の導入に消極的で
あるが、そうであれば、近時の判例において被告人
の犯人性の立証に前科を用いることを極めて制限し
ているのと同様に、被害者の証言においても、被害
者の性的経験や職業等については「関連性なし」と
して検察官は異議（刑訴法309条1項）を出すべき
であるし、また、仮に検察官が異議を出しそびれて
いたとしても、裁判長が関連性のない尋問として制
限すべきである（同法295条1項）。
	被害者の特性への配慮
これまで、一般的な成人女性を念頭に述べてきた
が、年少者、特に家庭内の性的虐待の被害者、知的
障害者、精神障害者、発達障害者については、司法
面接法を応用し、供述の録音録画（平成27年度か
ら一部の被害者にも施行予定）を行い、児童相談所、
学校、医師等の他機関と連携し、供述の信用性の担
保と被害者の保護に格段の配慮を要する。将来的に
は専門的な捜査官の育成ないし捜査チームの設置が
急務である。
また、男性の性被害者については、女性以上に被
害申告が困難な社会的・ 心理的状況があるので、
男性の被害者が被害を相談できる場がもっと必要に
なってくるだろう。
■	終わりに
近時、司法面接法の研修等も国内で実施されつつ
あるのは喜ばしいことである。しかし、司法面接法
は、短時間の研修を 1回受ければマスターできる容
易なものではなく、絶えず最新の研究成果を吸収し
つつ実践し、かつ、ピア・レビュー（専門家同士
での評価検討）を受けるべきものである。また、諸
外国とは刑事司法の手続や立証方法が異なるため、
そのままで証拠として用いることは困難であり、ま
た、証拠として有罪を獲得するに足る内容にするに
は、「1回1時間、1回切り」という原則通りでは日本
の刑事訴訟における立証には全く不十分である。
アメリカで性的虐待事件を多数捜査した検察官の
講演でも、司法面接法による性的虐待事件の被害者
の供述場面を録画することは、司法取引では極めて
有効であり、かつ、アメリカでは司法取引で決着が
付く場合が多い。しかし、公判になれば、アメリカ
ではビデオリンクすら許されず、被害者は法廷で被
告人の面前で証言しなければならない。
日本で司法取引導入が検討されているが、性犯罪
は適用対象にはならないであろう。また、捜査官が
被害者の取調べを録音録画しても、証拠としての供
述調書は必要であるから、単純に調書作成にかかる
時間を考えても 1時間で終わるはずはない。
今後、司法面接法を応用し、誘導尋問を避け、事
情聴取が数回に及ぶ場合も重複尋問を避け、供述経
過を記録し、供述者の心身の負担を踏まえた聴取計
画の立て方、質問事項の選定、発問の方法、供述の
記録の仕方などについて、被害者の特性に合わせた
マニュアルを開発する必要がある。
また、他機関連携が進み、十分な訓練を受けた司
法面接者による司法面接の録画が先行して得られて
いる場合には、検察官は、その内容を裏付ける客観
的補強証拠の収集に努めてその信用性を十分に吟味
した上、録音反訳を添付し、被害者に特信性（刑訴
法321条1項2号）に配慮した確認的な検面調書を
作成して証拠請求し、検面調書及び検面時・司法
面接時の録画を証拠開示することにより、被害者の
証人尋問を可及的に回避し、証言時の主尋問に録画
を活用することによって証言の負担を大幅に軽減す
ることが考えられる。
そして、そのようにして得られた被害者供述の信
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用性を吟味するに当たり、心理学・生理学の知見
を裁判における「経験則」として採り入れられるよ
う、専門家の協力を得ることも重要である。
刑事手続が被害者に対する二次被害の場にならな
いような司法を実現できれば、被害申告率も高まり、
ひいては、性犯罪自体の抑止にもつながるであろう。
